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２ 事業所数（従業者４人以上の事業所） 

（１）産業別状況 

   産業中分類別（以下「産業別」という。）に事業所

数をみると、食料品が 156事業所（構成比 33.8％）と

最も多く、次いで金属製品 47事業所（同 10.2％）、印

刷の 45事業所（同 9.8％）の順で多い。 

 また、前年比では食料品（２事業所、1.3％増）など

３業種で増加、家具（２事業所、9.1％減）など 11業

種で減少している。 
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図３ 事業所数の産業中分類別構成比

表 3-1 産業中分類別事業所数（従業者４人以上の事業所） 

事業所数
構成比
（％）

事業所数
構成比
（％）

増減数
増減率
（％）

472 100 .0 461 100 .0 △ 11 △ 2 .3

09 食 料 品 154 32.6 156 33.8 2 1.3

10 飲 料 11 2.3 10 2.2 △ 1 △ 9.1

11 繊 維 24 5.1 23 5.0 △ 1 △ 4.2

12 木 材 10 2.1 10 2.2 0 0.0

13 家 具 22 4.7 20 4.3 △ 2 △ 9.1

14 パ ル プ ・ 紙 8 1.7 8 1.7 0 0.0

15 印 刷 47 10.0 45 9.8 △ 2 △ 4.3

16 化 学 6 1.3 6 1.3 0 0.0

17 石 油 ・ 石 炭 2 0.4 2 0.4 0 0.0

18 プ ラ ス チ ッ ク 12 2.5 13 2.8 1 8.3

19 ゴ ム 製 品 1 0.2 1 0.2 0 0.0

20 皮 革 1 0.2 1 0.2 △ 1 －

21 窯 業 ・ 土 石 25 5.3 26 5.6 1 4.0

22 鉄 鋼 4 0.8 4 0.9 0 0.0

23 非 鉄 金 属 4 0.8 3 0.7 △ 1 △ 25.0

24 金 属 製 品 48 10.2 47 10.2 △ 1 △ 2.1

25 は ん 用 機 械 6 1.3 5 1.1 △ 1 △ 16.7

26 生 産 用 機 械 33 7.0 33 7.2 0 0.0

27 業 務 用 機 械 6 1.3 6 1.3 0 0.0

28 電 子 部 品 4 0.8 3 0.7 △ 1 △ 25.0

29 電 気 機 器 10 2.1 10 2.2 0 0.0

30 情 報 通 信 機 器 － － － － △ 1 －

31 輸 送 用 機 器 6 1.3 6 1.3 0 0.0

32 その他 28 5.9 23 5.0 △ 5 △ 17.9

平成30年

総　　　数

産業中分類
平成29年



- 15 - 

 

（２）従業者規模別状況 

   従業者規模別に事業所数をみると、４～９人規模が 201 事業所（構成比 43.6％）と

最も多く、次いで、10～19人規模の 100事業所（同 21.7％）、50～99人規模の 46事業

所（同 10.0％）の順であり、この３区分で全体の 75.3％を占めている。 

 また、前年比では４～９人規模（６事業所、3.1％増）など３区分で増加、10～19人

規模（１２事業所、10.7％減）など４区分で減少した。 

 

 

 

 

（３）行政区別状況 

   行政区別に事業所数をみると、東区が 112 事業所（構成比 24.3％）と最も多く、次

いで、南区が 107事業所（同 23.2％）、北区の 101事業所（同 21.9％）の順である。 

また、前年比では西区（3事業所、4.7％増）など３区で増加、中央区と南区で減少し

ている。 

 

  

事業所数
構成比
（％）

事業所数
構成比
（％）

増減数
増減率
（％）

472 100 .0 461 100 .0 △ 11 △ 2 .3

4 ～ 9 人 195 41.3 201 43.6 6 3.1

10 ～ 19 人 112 23.7 100 21.7 △ 12 △ 10.7

20 ～ 29 人 51 10.8 45 9.8 △ 6 △ 11.8

30 ～ 49 人 35 7.4 39 8.5 4 11.4

50 ～ 99 人 48 10.2 46 10.0 △ 2 △ 4.2

100 ～ 199 人 16 3.4 13 2.8 △ 3 △ 18.8

200 ～ 299 人 3 0.6 5 1.1 2 66.7

 300人以上 12 2.5 12 2.6 0 0.0

総 数

従業者規模
平成29年 平成30年

表 3-2 従業者規模別事業所数（従業者４人以上の事業所） 

表 3-3 行政区別事業所数（従業者４人以上の事業所） 

事業所数
構成比
（％）

事業所数
構成比
（％）

増減数
増減率
（％）

総 数 472 100 .0 461 100 .0 △ 11 △ 2 .3

中 央 区 76 16.1 74 16.1 △ 2 △ 2.6

東 区 111 23.5 112 24.3 1 0.9

西 区 64 13.6 67 14.5 3 4.7

南 区 121 25.6 107 23.2 △ 14 △ 11.6

北 区 100 21.2 101 21.9 1 1.0

行政区
平成29年 平成30年
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３ 従業者数（従業者４人以上の事業所） 

（１）産業別状況 

   産業別に従業者数をみると、食料品が 6,367人（構

成比 33.8％）と最も多く、次いで、生産用機械の 1,847

人（同 9.8％）、化学の 1,751人（同 9.3％）の順であ

る。 

   また、前年比では化学（58 人、3.4％増）、食料品

（203人、3.3％増）など 14業種で増加、電子部品（199

人、16.8％減）、家具（193人、52.0％減）など７業種

で減少している。 

 

 

 

 

従業者数
構成比
（％）

従業者数
構成比
（％）

増減数
増減率
（％）

18 ,910 100 .0 18 ,863 100 .0 △ 47 △ 0 .2

09 食 料 品 6,164 32.6 6,367 33.8 203 3.3

10 飲 料 465 2.5 508 2.7 43 9.2

11 繊 維 451 2.4 434 2.3 △ 17 △ 3.8

12 木 材 199 1.1 200 1.1 1 0.5

13 家 具 371 2.0 178 0.9 △ 193 △ 52.0

14 パ ル プ ・ 紙 346 1.8 355 1.9 9 2.6

15 印 刷 1,099 5.8 1,116 5.9 17 1.5

16 化 学 1,693 9.0 1,751 9.3 58 3.4

17 石 油 ・ 石 炭 26 0.1 27 0.1 1 3.8

18 プ ラ ス チ ッ ク 326 1.7 363 1.9 37 11.3

19 ゴ ム 製 品 5 0.0 5 0.0 0 0.0

20 皮 革 13 0.1 13 0.1 13 －

21 窯 業 ・ 土 石 461 2.4 494 2.6 33 7.2

22 鉄 鋼 422 2.2 437 2.3 15 3.6

23 非 鉄 金 属 72 0.4 63 0.3 △ 9 △ 12.5

24 金 属 製 品 1,358 7.2 1,325 7.0 △ 33 △ 2.4

25 は ん 用 機 械 126 0.7 120 0.6 △ 6 △ 4.8

26 生 産 用 機 械 1,831 9.7 1,847 9.8 16 0.9

27 業 務 用 機 械 138 0.7 142 0.8 4 2.9

28 電 子 部 品 1,185 6.3 986 5.2 △ 199 △ 16.8

29 電 気 機 器 742 3.9 755 4.0 13 1.8

30 情 報 通 信 機 器 － － － － 0 －

31 輸 送 用 機 器 1,194 6.3 1,216 6.4 22 1.8

32 その他 223 1.2 161 0.9 △ 62 △ 27.8

平成29年 平成30年

総　　　数

産業中分類

表 4-1 産業中分類別従業者数（従業者４人以上の事業所） 

 

食料品
33.8%

生産用機械
9.8%

化学
9.3%金属製品

7.0%

輸送用機器
6.4%

電子部品
5.2%

輸送用機器
5.0%

その他
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図４ 従業者数の産業中分類別構成比
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（２）従業者規模別状況 

   従業者規模別に従業者数をみると、300人以上の規模が 7,306人（構成比 38.7％）と

最も多く、次いで、50～99 人規模の 3,297 人（同 17.4％）、100～199 人規模の 1,805

人（同 9.6％）の順である。 

 また、前年比では 200～299人規模（428人、61.7％増）、30～49人以上規模（188人、

13.7％増）など４区分で増加、100～199人規模（487人、21.2％減）、10～19人規模（151

人、12.1％減）など４区分で減少している。 

 

 

 

 

（３）行政区別状況 

   行政区別に従業者数をみると、北区が 7,862 人（構成比 41.7％）と最も多く、次い

で、南区の 5,025人（同 26.6％）の順である。 

また、前年比では北区（214人、2.8％増）など２区で増加、南区など３区で減少して

いる。 

 

 

従業者数
構成比
（％）

従業者数
構成比
（％）

増減数
増減率
（％）

総 数 18 ,910 100 .0 18 ,863 100 .0 △ 47 △ 0 .2

中 央 区 1,203 6.4 1,154 6.1 △ 49 △ 4.1

東 区 3,518 18.6 3,584 19.0 66 1.9

西 区 1,337 7.1 1,238 6.6 △ 99 △ 7.4

南 区 5,204 27.5 5,025 26.6 △ 179 △ 3.4

北 区 7,648 40.4 7,862 41.7 214 2.8

行政区
平成29年 平成30年

表 4-2 従業者規模別事業所数（従業者４人以上の事業所） 

表 4-3 行政区別従業者数（従業者４人以上の事業所） 

従業者数
構成比
（％）

従業者数
構成比
（％）

増減数
増減率
（％）

18 ,910 100 .0 18 ,863 100 .0 △ 47 △ 0 .2

4 ～ 9 人 1,241 6.6 1,303 6.9 62 5.0

10 ～ 19 人 1,540 8.1 1,390 7.4 △ 150 △ 9.7

20 ～ 29 人 1,247 6.6 1,096 5.8 △ 151 △ 12.1

30 ～ 49 人 1,374 7.3 1,562 8.3 188 13.7

50 ～ 99 人 3,297 17.4 3,279 17.4 △ 18 △ 0.5

100 ～ 199 人 2,292 12.1 1,805 9.6 △ 487 △ 21.2

200 ～ 299 人 694 3.7 1,122 5.9 428 61.7

 300人以上 7,225 38.2 7,306 38.7 81 1.1

従業者規模
平成29年 平成30年

総 数
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４ 製造品出荷額等（従業者４人以上の事業所） 

（１）産業別状況 

   産業別に製造品出荷額等をみると、食料品の 1284

億 1073 万円（構成比 28.0％）と最も多く、次いで、

生産用機械の 514億 9131万円（同 11.2％）の順であ

る。 

   また、前年比では、飲料（46億 0152万円、30.2％

増）、化学（34億 0341万円、8.9％増）など 11業種で

増加、生産用機械（146億 4461万円、22.1％減）など

８業種で減少している。 
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図５ 製造品出荷額等の産業中分類別構成比

表 5-1 産業中分類別製造品出荷額等（従業者４人以上の事業所） 

製造品
出荷額等
（万円）

構成比
（％）

製造品
出荷額等
（万円）

構成比
（％）

増減額
（万円）

増減率
（％）

46 ,739 ,606 100 .0 45 ,876 ,321 100 .0 △ 863 ,285 △ 1 .8

09 食 料 品 12,877,605 27.6 12,841,073 28.0 △ 36,532 △ 0.3

10 飲 料 1,524,239 3.3 1,984,391 4.3 460,152 30.2

11 繊 維 357,138 0.8 358,434 0.8 1,296 0.4

12 木 材 316,848 0.7 305,115 0.7 △ 11,733 △ 3.7

13 家 具 528,571 1.1 186,636 0.4 △ 341,935 △ 64.7

14 パ ル プ ・ 紙 1,199,392 2.6 1,211,784 2.6 12,392 1.0

15 印 刷 1,688,704 3.6 1,660,430 3.6 △ 28,274 △ 1.7

16 化 学 3,811,745 8.2 4,152,086 9.1 340,341 8.9

17 石 油 ・ 石 炭 χ χ χ χ χ χ

18 プ ラ ス チ ッ ク 1,150,525 2.5 1,214,366 2.6 63,841 5.5

19 ゴ ム 製 品 χ χ χ χ χ χ

20 皮 革 χ χ χ χ χ χ

21 窯 業 ・ 土 石 1,428,855 3.1 1,501,338 3.3 72,483 5.1

22 鉄 鋼 1,334,950 2.9 1,592,812 3.5 257,862 19.3

23 非 鉄 金 属 201,225 0.4 216,024 0.5 14,799 7.4

24 金 属 製 品 2,670,971 5.7 2,565,709 5.6 △ 105,262 △ 3.9

25 は ん 用 機 械 293,315 0.6 265,801 0.6 △ 27,514 △ 9.4

26 生 産 用 機 械 6,613,592 14.1 5,149,131 11.2 △ 1,464,461 △ 22.1

27 業 務 用 機 械 131,017 0.3 142,183 0.3 11,166 8.5

28 電 子 部 品 χ χ χ χ χ χ

29 電 気 機 器 1,656,128 3.5 1,887,841 4.1 231,713 14.0

30 情 報 通 信 機 器 － － － － － －

31 輸 送 用 機 器 4,577,070 9.8 4,851,649 10.6 274,579 6.0

32 その他 187,771 0.4 135,057 0.3 △ 52,714 △ 28.1

産業中分類

平成29年 平成30年

総　　　数



- 19 - 

 

（２）従業者規模別状況 

   従業者規模別に製造品出荷額等をみると、300人以上の規模が 2204億 1648万円（構

成比 48.0％）と最も多く、次いで、50～99人規模の 795億 7914万円（同 17.3％）、30

～49人規模の 374億 7890万円（同 8.2％）の順である。 

 また、前年比では 30～49人規模（99億 5297万円、36.2％増）と 50～99人規模（41

億 6935万円、5.5％増）で増加、100～199人規模（164億 8127万円、30.7％減）など

５区分で減少している。 

 

 

 

 

（３）行政区別状況 

   行政区別に製造品出荷額等をみると、北区が 1933 億 0049 万円（構成比 42.1％）と

最も多く、次いで、南区の 1413億 6746万円（同 30.8％）の順である。 

また、前年比では、南区（42億 9617万円、3.1％増）と東区（24億 9519万円、2.9％

増）で増加、南区など３区で減少している。 

 

 

 

製造品
出荷額等
（万円）

構成比
（％）

製造品
出荷額等
（万円）

構成比
（％）

増減額
（万円）

増減率
（％）

46,739,606 100.0 45,876,321 100.0 △ 863,285 △ 1.8

4 ～ 9 人 1,420,422 3.0 1,368,366 3.0 △ 52,056 △ 3.7

10 ～ 19 人 2,665,572 5.7 2,612,115 5.7 △ 53,457 △ 2.0

20 ～ 29 人 2,289,714 4.9 1,973,666 4.3 △ 316,048 △ 13.8

30 ～ 49 人 2,752,593 5.9 3,747,890 8.2 995,297 36.2

50 ～ 99 人 7,540,979 16.1 7,957,914 17.3 416,935 5.5

100 ～ 199 人 5,362,200 11.5 3,714,073 8.1 △ 1,648,127 △ 30.7

200 ～ 299 人 2,013,192 4.3 2,460,649 5.4 447,457 22.2

 300人以上 22,694,934 48.6 22,041,648 48.0 △ 653,286 △ 2.9

平成29年 平成30年

総 数

従業者規模

製造品
出荷額等
（万円）

構成比
（％）

製造品
出荷額等
（万円）

構成比
（％）

増減額
（万円）

増減率
（％）

総 数 46 ,739 ,606 100 .0 45 ,876 ,321 100 .0 △ 863 ,285 △ 1 .8

中 央 区 1,376,059 2.9 1,325,690 2.9 △ 50,369 △ 3.7

東 区 8,547,092 18.3 8,796,611 19.2 249,519 2.9

西 区 2,663,956 5.7 2,287,225 5.0 △ 376,731 △ 14.1

南 区 13,707,129 29.3 14,136,746 30.8 429,617 3.1

北 区 20,445,370 43.7 19,330,049 42.1 △ 1,115,321 △ 5.5

行政区

平成29年 平成30年

表 5-3 行政区別製造品出荷額等（従業者４人以上の事業所） 

表 5-2 従業者規模別製造品出荷額等（従業者４人以上の事業所） 
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５ 付加価値額（従業者４人以上の事業所） 

（１）産業別状況 

   産業別に付加価値額をみると、食料品の 461億 0017

万円（構成比 27.3％）が最も多く、次いで、化学の 250

億 0787万円（同 14.8％）の順である。 

  また、前年比では、化学（87億 2794万円、53.6％

増）、電気機器（6億 4849万円､13.3％増）など８業種

で増加、生産用機械（39億 1466万円、17.9％減）、食

料品（35億 2054万円、7.1％減）など 11業種で減少

している。 
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図６ 付加価値額の産業中分類別構成比

表 6-1 産業中分類別付加価値額（従業者４人以上の事業所） 

付加価値額
（万円）

構成比
（％）

付加価値額
（万円）

構成比
（％）

増減額
（万円）

増減率
（％）

17 ,373 ,603 100 .0 16 ,879 ,734 100 .0 △ 493 ,869 △ 2 .8

09 食 料 品 4,962,071 28.6 4,610,017 27.3 △ 352,054 △ 7.1

10 飲 料 485,385 2.8 418,807 2.5 △ 66,578 △ 13.7

11 繊 維 177,701 1.0 159,159 0.9 △ 18,542 △ 10.4

12 木 材 133,250 0.8 151,088 0.9 17,838 13.4

13 家 具 195,785 1.1 95,497 0.6 △ 100,288 △ 51.2

14 パ ル プ ・ 紙 287,102 1.7 261,784 1.6 △ 25,318 △ 8.8

15 印 刷 763,082 4.4 738,780 4.4 △ 24,302 △ 3.2

16 化 学 1,627,993 9.4 2,500,787 14.8 872,794 53.6

17 石 油 ・ 石 炭 χ χ χ χ χ χ

18 プ ラ ス チ ッ ク 416,791 2.4 429,230 2.5 12,439 3.0

19 ゴ ム 製 品 χ χ χ χ χ χ

20 皮 革 χ χ χ χ χ χ

21 窯 業 ・ 土 石 530,155 3.1 572,171 3.4 42,016 7.9

22 鉄 鋼 218,187 1.3 197,069 1.2 △ 21,118 △ 9.7

23 非 鉄 金 属 64,892 0.4 61,059 0.4 △ 3,833 △ 5.9

24 金 属 製 品 1,197,376 6.9 1,202,076 7.1 4,700 0.4

25 は ん 用 機 械 83,746 0.5 107,294 0.6 23,548 28.1

26 生 産 用 機 械 2,188,882 12.6 1,797,416 10.6 △ 391,466 △ 17.9

27 業 務 用 機 械 79,009 0.5 86,795 0.5 7,786 9.9

28 電 子 部 品 χ χ χ χ χ χ

29 電 気 機 器 489,124 2.8 553,973 3.3 64,849 13.3

30 情 報 通 信 機 器 － － － － － －

31 輸 送 用 機 器 1,031,138 5.9 1,025,512 6.1 △ 5,626 △ 0.5

32 その他 103,035 0.6 71,781 0.4 △ 31,254 △ 30.3

産業中分類
平成29年 平成30年

総　　　数
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（２）従業者規模別状況 

   従業者規模別に付加価値額をみると、300 人以上の規模が 873 億 7731 万円（構成比

51.8％）と最も多く、次いで、50～99人規模 231億 7604万円（同 13.7％）、100～199

人規模の 130億 9483万円（同 7.8％）の順である。 

 また、前年比では 30～49 人規模（30 億 0090 万円、32.1％増）と 300 人以上の規模

（29 億 5782 万円、3.5％増）で増加、100～199 人規模（78 億 7242 万円、37.5％減）、

20～29人規模（21億 5609万円、22.4％減）など 5区分で減少している。 

 

 

 

 

（３）行政区別状況 

   行政区別に付加価値額をみると、北区が 804億 7404万円（構成比 47.7％）と最も多

く、次いで、南区の 482億 0762万円（構成比 28.6％）の順である。 

また、前年比では北区（24 億 1325 万円、3.1％増）と東区で増加、南区など３区で

減少している。 

 

 

 

付加価値額
（万円）

構成比
（％）

付加価値額
（万円）

構成比
（％）

増減額
（万円）

増減率
（％）

17,373,603 100.0 16,879,734 100.0 △ 493,869 △ 2.8

4 ～ 9 人 669,020 3.9 662,442 3.9 △ 6,578 △ 1.0

10 ～ 19 人 1,232,777 7.1 1,143,216 6.8 △ 89,561 △ 7.3

20 ～ 29 人 961,509 5.5 745,900 4.4 △ 215,609 △ 22.4

30 ～ 49 人 935,580 5.4 1,235,670 7.3 300,090 32.1

50 ～ 99 人 2,404,391 13.8 2,317,604 13.7 △ 86,787 △ 3.6

100 ～ 199 人 2,096,725 12.1 1,309,483 7.8 △ 787,242 △ 37.5

200 ～ 299 人 631,652 3.6 727,688 4.3 96,036 15.2

 300人以上 8,441,949 48.6 8,737,731 51.8 295,782 3.5

平成29年 平成30年

総 数

従業者規模

表 6-3 行政区別付加価値額（従業者４人以上の事業所） 

表 6-2 従業者規模別付加価値額（従業者４人以上の事業所） 

付加価値額
（万円）

構成比
（％）

付加価値額
（万円）

構成比
（％）

増減額
（万円）

増減率
（％）

総 数 17 ,373 ,603 100 .0 16 ,879 ,734 100 .0 △ 493 ,869 △ 2 .8

中 央 区 595,354 3.4 586,010 3.5 △ 9,344 △ 1.6

東 区 2,590,458 14.9 2,683,250 15.9 92,792 3.6

西 区 1,026,912 5.9 742,308 4.4 △ 284,604 △ 27.7

南 区 5,354,800 30.8 4,820,762 28.6 △ 534,038 △ 10.0

北 区 7,806,079 44.9 8,047,404 47.7 241,325 3.1

行政区
平成29年 平成30年


